
2C06 産業ビジネス 系学科における MOT 教育 

0 谷口邦彦 ( 大阪大Ⅰ羽衣国際人 ) 

1 . はじめに 

現在、 MO T 教育・学習の 重要性に対する 認識はますます 高くなっており、 その 対 

象 と目的によって 次のように多様なプロバラムが 実施・企図されている。 

・大学院教育 : 東北大学・大学院工学研究科・ 技術社会システム 専攻 

・一般社会人向教養 : 放送大学 「 イ / ベ一 ション経営」 

・企業実務家向学習     ( 財 ) 社会経済生産性本部 「技術経営研究センター」 

・産業人材育成 : 経済産業省 「起業家育成プロバラム 導入促進事業」 

これらのプロバラムは 技術と経営に 深く関与する 社会人または 学生を主対象とした 

ものであ るが、 筆者はこの 種 技術系で無い 学生を対象に「技術開発論」「産業技術政策 

論 」 の講義を行 う 機会を得たので、 その概要を報告し 関係各位のご 意見をいただき 今 

後の講義組み 立ての 糧 といたしたひ。 

2 . 講義の目的 

先ず、 筆者が講義を 担当している 羽衣国際大学と 受講者および 講義の目的とした 設 

定した事項について 報告する。 

( 1 ) 羽衣国際大学 

本学は創立 8 0 周年を迎える ( 学 ) 羽衣学園の女子短期大学部を 共学四年制として 

平成 1 4 年 4 月に開学した 大学 ( 1 学年 2 0 0 名 ) であ り、 産業社会学部・ 産業ビジ 

ネス学科 ( 1 学部・ 1 学科 ) の構成で次の 4 コースがあ る 

・産業コミュニケーションコース ，経営マーケテインバコース 

・地域デザインコース ・観光レジヤーコース 

特徴としては、 通常の大学では 副次的と見なされている 次のようなカリキュラムで 

単位授与することを 中軸に置き 「産学協働」 をモット一とした 特徴的な教育を 目指し 

ている。 ( ) 内は単 ィ立 

・インターンシップ : 「 2 週間 ( 2 ) 」 「 1 カ月 ( 4 ) 」 「 6 カ月 ( Ⅰ 6 ) 」 

( 約 9 0 企業・機関と 協定を締結している。 ) 

・インターカレッジ : 中国・ベトナム・タイ・ニュージー ランド・米国の 1 0 数枚 

と協定を締結し、 学生の相互交換留学を 進めている。 

( 2 ) 受講者の構成 

前項のインターカレッジとの 関連で受講生の 約 4 0 % は中国からの 学生であ る。 

( 3 ) 講義の目的 

「技術系」 でもなく 「文科系」 でもなく 「社会系」 と位置づけ産業社会・ 国際社会 
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が 分かる学生を 創るという建学の 趣旨から講義の 目的を次のように 設定した。 

A. 技術開発論の 目的 

企業の中で技術開発のメインプレーヤ 一でないスタッフの 立場で技術開発への 理 

解 と支援活動の 重要性を考え 次の 2 点に関する素養を 身につけること。 

・自社のコアコンピタンスは 何かを理解できること 

・研究・技術開発に 対する良き支援者として 自社の開発活動を 理解する方法 

B . 産業技術政策論の 目的 

産業技術政策と 自社との関連を 理解し適切な 行動が取れる 産業人を育成すること 

を目的に次の 2 点に関する素養を 身につけることを 中心課題とした。 

・産業技術政策の 流れと動向に 対する理解 

・産業技術政策が 自社の事業にとって 利 ・不利の判断と 行政への適切な 行動 

3 . 日常生活と技術・ 産業との関連から 関心事の把握 

講義に対する 親近感を持たせるために 先ず講義における 素材として学生の 関心事を 

把握することとし、 両 講義とも起床から 就寝に至る日常生活における 身近な事象と「 技 

術 」および「産業」との 関わり合いについて 共同で分析することから 講義を開始した。 

A . 技術開発論 

起床づ照明 づ 洗面・歯磨きづ 朝食づ登校 づ 講義 づ ( 昼食 ) づ図書館 づ クラブ活動 

づ ( 下校 ) づ バイト づ ( 夕食 ) ～相互連絡 づ 就寝 までの日常生活で 恩恵を受けて 

いる 「技術」 を 「 00 が出来る」 と読み替えて 分析を行った。 

例えば、 「照明」 を例にとると、 

・電気 : 発電 ( 水力、 火力、 原子力など 八 送電、 変電、 配電、 蓄電 

・照明器具 : 電灯 ( 電球、 ソケット、 スウイッチなど 八 蛍光灯、 懐中電灯、 

この分析を通じて 何 げなく過ごしている 生活を支えている 「技術」 の幅の広さに 視 

野を広げ、 その結果、 先ず、 一番恩恵を受けているのは、 「携帯電話」 と 「カップラー 

メン」 であ るとの合意に 達し講義の間、 

「携帯電話」 の部品展開サンプルを 必要に 
私達 と産采 ・全集とのⅠりの 二面 桂 

応じて活用した。 

また、 産業技術政策論にも 活用するため 

「日刊工業新聞」 を図書館で定期購読を 

行い、 技術開発論の 個人演習に何時でも 活 

用 出来るよ う 「ものづくり 解体新書」 [1 ] 

を 全巻図書館に 整備した。 

B . 産業技術政策論 

この講義においては、 「私達と産業と 

の関わりの二面性」 ( 図 1 ) と産業分類 

表を資料として 提供し、 生活の糧として 
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の家計やバイト 先の産業と技術開発論と 同様に、 起床から就寝まで 恩恵を受けてい 

る 「産業」 について分析を 行った。 

例えば、 「食事」 の 「お 米 」 を例にした分析結果を 次に示す。 

く 「お 米 」 を例にした分析 ノ 

・生産 : 農業 づ 精米 : 製造業 ( 食料品・タバコ 製造業 ) づ 荷造り : 繊維工業・繊維 

製品製造業 づ 輸送 : 運輸・通信業 づ ・・・米屋 : 卸 ・小売業 ) 

・運輸・通信業の 基盤 : 道路・鉄道、 自動車・車両 

このような分析を 通じて、 自分たちが如何に 広範囲の 「産業」 に支えられて 生活 

しているのかとの 実感を得る機会とした。 

このような演習方式をほ ほ毎 講義で採り入れ、 レジメとともにファイル 作成を課す 

ることによって 理解の促進を 図った。 

4 . 技術開発論の 講義構成 

この講義では 大別して「技術開発における 多様な協力関係」 と 「技術開発活動の ス 

キ ーム 」 の理解に焦点を 当てた。 

( 1 ) 技術開発における 多様な協力関係 

技術開発が各種の 協力関係の中で 推進されることを 理解するために、 NH K の「 プ 

ロジェクト X 」 から次の事例を 鑑賞し役割分析を 行った。 

・「魔法のう 一 メン 8 2 億食の奇跡」 : 社内における 協力関係の事例 

・「液晶 執念の対決」 : 企業間の協力関係の 事例 ( コア技術の社内開発と 周辺技術 

0 社外との協力 ) 

・「巨大モバラ ドーバー を 掘れ」 : 国際間の協力関係の 事例 

( 2 ) 技術開発活動のスキーム 

研究・技術開発活動を 図 2 のように「知の 結集」「成果の 創成」「情報発信」 か 

らなる活動であ ると提示して、 それぞれにどのような 活動が推進されているかを 

解説した。 

特に 「知の結集」 には多様な方策があ る Ⅰ「 知 」の 拮 集成其の宙 出 ・竹杖発信 ) 

ことを個々に 具体的な解説を 行い、 その遂 

行には相応のコストが 必要であ り、 支援者 

の立場にあ る産業ビジネス 系学科の卒業生 

として理解をする 必要性を説いた。 

また、 「成果の創成」 についてはこの 成果 

の事業経営への 活かし方が企業の 維持・発 

展の基盤であ る イ / ベ一 ションの源泉であ 

り 、 これを活かす 企業環境を如何に 整える 
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の情報発信に 感度を上げている 他、 広報・社外発信における 機密問題については 今後 

重要性が増すことを 強調した。 

5 . 産業技術政策論の 講義構成 

産業技術政策の 変遷、 科学技術基本法・ 計画以降の政策、 特に、 産学官連携・ T L 

0 など技術移転・ 中小企業問題・ 地域技術政策など、 また、 海外の政策と 特に日本の 

政策への影響が 大きい米国の 政策 ( バイドール 法 ・ S B I R など 人 中国の政策につい 

て講義を行ったが、 詳細については 割愛する。 

最後に当初の 目的であ った、 産業人として 産業技術政策への 適切な行動として 次の 

3 点を強調した。 

・政策形成段階における 要望書など提言活動     経済団体・公益法人などでその - 員 

として 

・年間の予算策定スケジュールと 提案公募などの 政策執行サイクルへの 対応 

・実際の提案公募制度などへの 個別対応 

そして、 これらに効果的に 対応できるように 平素から地方経済産業局の 担当との 政 

策 に関する面談の 機会を持っ努力をすることが 重要であ る。 

6. 講義に対する 学生の評価と 今後の展開 ( むすび ) 

産業技術政策論受講生の 内試験を受け 且つレポートを 提出した 2 9 名についてアン 

ケートの提出を 求めた。 結果は次の通りであ り、 技術開発論も 母数は少ないがこれよ 

り 高い数値傾向を 示しており、 概ね、 所期の目的は 達したと考えている。 

・講義の目的の 理解 : 1 0 0 %  5 名、 8 0 %0 1 6 名、 5 0 %  8 名 

・当初の期待との 差 : 期待以上 6 名、 ほぼ期待通り 1 5 名、 他 8 名 

・講義の内容の 難易 : 完全理解 3 名、 8 0 %0 1 6 名、 5 0 %  9 名 

・関連記事への 関心 : 良く読むようになった 9 名、 時々読む 1 5 名、 

変わらない 他 5 名 

時折しもサッカ 一 W 杯の時期、 学生から 「このようにして W 杯が楽しめるのは 自分 

たちが産まれる 前から大勢の 人達の開発努力があ ったお陰ですね。 」という感想、 を耳に 

した時、 講義の目的がかなり 果たされた感を 覚えた。 

今年度のフレームを 墓にさらに技術開発・ 政策動向を加味してより 充実した共創的 

講義に取り組みたい。 

く 参考資料 ノ 

Ⅱ ] 日刊工業新聞社刊 : 「ものづくり 解体新書」 ( 第 1 巻 1992 年 10 月から 続 2 巻 

2002 年 3  月まで 1  0  巻発刊されている。 ) 

一 470 一 


